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Abstract
This study investigated the relationship between the use of  language learning strategies 
and proficiency in the target language; more specifically, it attempted to examine 
the validity of  the assumption that learners with higher proficiency are likely to use 
learning strategies more often and with more variety than those with lower proficiency, 
especially metacognitive strategies.  The target participants of  the study were the first- 
and second-year English major students at a junior college, and the study utilized their 
TOEIC scores to measure proficiency.  A Likert-scale survey was conducted in 2012 
that surveyed the frequency and the variety of  language learning strategies employed by 
the learners as well as other factors such as their general interest in language learning 
or in the target culture.  The results were then quantitatively analyzed and compared 
with their TOEIC scores.  Although the causal relationship between strategy use and 
proficiency can be dual-directional, the results supported the generally agreed upon 
argument that metacognitive strategy use can influence the chance of  success in 
language learning.  They also implied that cognitive strategy use may be more influential 
depending on the learners’ proficiency level, especially for weaker learners.
1．はじめに
　言語習得の際に，学習者は様々な言語学習方略（language learning strategy）
を使用して対象言語を習得することが知られており（Oxford, 1990; Macaro, 
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2006; Graham & Macaro, 2008; Vandergrift, Goh, Mareschal, & Tafaghodtari, 2006），
学習方略やその指導は，効果的な語学力習得・教授への関心から注目されて
きた歴史がある。言語学習方略は複数の下位項目からなる分類で示されてき
ており，その定義を巡っては，言語学習の際に学習者が知識に基づいて行
う思考のプロセスを指すのか調査者が観察できる学習者の行動を指すのか
（Tseng, Dörnyei, & Schmitt, 2006），あるいは意識的なプロセス・行動を指すの
か無意識的なプロセス・行動を指すのか（Cohen, 2007），などの様々な議論
がある。しかし，学習者が対象言語を理解し習得するプロセスにおいて，学
習方略が重要な役割を持つとされていることには変わりない。本研究では，
学習者が言語を学習する際に知識に基づき行う様々な意識的思考活動や，そ
れに基づく行動を指すものとして学習方略を捉える。
　学習方略を幅広く効果的に使用することをいわゆる「良い言語学習
者」（good language learners）の特徴とする研究は多く見られる（Rubin, 1975; 
Oxford, 1990; Green & Oxford, 1995）。例えば Oxford（1990）は，言語学習能
力が高まるにつれてより多様な学習方略が使用されると報告している。例え
ば単語を丸暗記するという唯一の方略に頼るのではなく，単語を文脈の中で
覚えてみたり，文脈から意味を推測してみたり，その単語を使用してネイティ
ブスピーカーと話してみるなど，言語学習能力が増すにつれて言語学習者は
その学習方略使用の幅を広げるということである。この議論の中では，「で
きがあまり良くない学習者」（less able learners）は所持する学習方略のレパー
トリーが少ないか，与えられたタスクに適切な学習方略を使用していない
（Abraham & Vann, 1987; Oxford, 1990; Chamot, Barnhardt, El-Dinary, & Robbins, 
1996）ことが指摘されており，目的に応じて適切な学習方略を組み合わせた
クラスター（learning strategy cluster）をうまく使いこなしていないという特
徴があるとされている。
　しかし注意しなくてはならないのは，これまで行われてきた研究の結果か
ら学習方略の使用と言語学習能力との関連について言及できても，学習方略
言語学習方略とTOEIC スコアとの関連
137
の使用と習熟度の因果関係については早急な結論を出せないことである。第
二言語習熟に向けての途中段階にある学習者の場合，ある特定の集団の中で
の相対的な習熟度が高い学習者であっても，別の集団と比較した場合にはそ
の全員が低い習熟度と判断される，もしくはその逆もありえる。つまり特定
集団内での相対的な習熟度が低くても言語学習能力が高い場合もあれば，相
対的習熟度は高いが言語学習能力が低い学習者も存在しうるということであ
る。この点に留意しつつ学習方略使用と習熟度との関係を考えると，学習方
略の幅が広がることで学習者の学習能力が高まり，結果的に英語習熟度が上
がるという可能性もある一方，逆に英語習熟度が高まったことにより，より
学習方略の幅が広がり学習能力も高まるという解釈も可能であるということ
になる。つまり，学習者能力が向上すれば習熟度も向上することは期待でき
るが，両者の向上は必ずしも同時的なものであるとは言えないかもしれない。
　因果関係に関する詳細な調査は今後の研究を待つことにするが，本研究で
は，言語学習方略の明示的な指導をあえては行っていない学習者の TOEIC
のスコアを習熟度の指標とし，その検討を通して，従来から行われている学
習方略と，言語学習能力の向上を通じて高まると期待される英語習熟度の程
度の関連を，追試的に明らかにする。さらに，本研究では因果関係を紐解く
一助として，同じ学習者の 2011 年度の TOEIC スコアを使用して英語習熟
度のレベルを統制することにより，2012 年度の英語習熟度の伸びと学習方
略との関連について分析し，学習方略の英語習熟度向上への効果についてよ
り詳細に検討する。
2．言語学習方略
　前述のように言語学習方略の定義については様々な議論があり，初期の研
究では密接に関連する他の学習者要因，例えば学習スタイル（learning style），
動機づけ（motivation），コミュニケーション方略（communication strategy）な
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どとの区分が曖昧な面があった。例えば Tarone（1981）は，学習方略を他
者との意味交渉に焦点を置くコミュニケーション方略，学習者による単純な
アウトプット処理に関連する産出方略（production strategy）とは区別し，イ
ンプット処理も含め，学習者が目標言語の言語的，社会言語的能力を高めよ
うとする際に使用される方略として学習方略を捉えている。しかし本研究で
はインプット処理とアウトプット処理を区別することはせず，言語学習方略
とは言語学習に際して学習者が実際に行う具体的な方法についての知識，も
しくはそれに基づく行動のことを指すこととする。それが例えば学習スタイ
ルの影響を受けたり（Akabari & Hosseini, 2008），情意面での自己効力感（self-
efficacy）を経て動機づけにつながったり（Graham, 2007）することになる。こ
の学習方略は，学習スタイルとは異なり教育的介入に対する柔軟性を持つ
とされ（Chamot, 2008），ここから方略指導の方法論も同時に提案されており
（Ellis, G. & Sinclair, 1989; Graham, 1997; Chamot, 2005），近年では学習者に明示
的に学習方略を指導する方が，暗示的に指導するよりも効果がある（Duffy 
et al., 1986; Wenden, 2002）という考え方が支持されているようである。
　このような言語学習方略の分類の代表的なものとして，ここでは O’Malley 
and Chamot（1990），および Oxford（1990）による 2種類の分類を挙げる。
O’Malley and Chamot は，学習方略を認知を統括するメタ認知方略，それぞ
れのタスク処理に使われる認知方略（cognitive strategy），心理的側面をコン
トロールする情意方略（affective strategy）の三つに分類した。これに対して
Oxford は，学習方略をまず言語処理を伴う直接的方略（direct strategy）と言
語学習の管理を司る間接的方略（indirect strategy）とに分け，直接的方略に
記憶，認知，補償の各方略を，間接的方略にメタ認知，情意，社会の各方
略を分類した。同年に発表された両者の分類には重複する面が多々あるが，
いずれもメタ認知，認知，情意の方略は独立したものとして区分しており，
Oxford が O’Malley and Chamot の分類にある認知方略を記憶，認知，補償の 3
方略に，情意方略を他者との関係性を含む社会と情意の 2方略に，更に細分
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化したような形になっているともいえる。
　O’Malley and Chamot（1990），あるいは Oxford（1990）の学習方略分類へ
の批判は，これらの分類における下位項目がどれも同一のレベルにあるかの
ような印象を与えるため，学習者がタスクによって複数の方略を組み合わせ
たクラスターを用いることや（Ellis, R., 1994; Macaro, 2006），その際に使用さ
れる学習過程における司令塔としての役割を果たすメタ認知方略があまり重
視されていないことにある（Macaro, 2006）。メタ認知方略とは，計画を立て
る，学習過程をモニタリングする，自己評価する，問題点を見極める，対
策を考える等，一連の学習プロセスを自己管理する際に用いられる方略の
ことを指し，他の方略をコントロールする側面も持つ。このため近年では
メタ認知方略の指導が重視されており，認知方略の指導をしたグループとメ
タ認知方略の指導をしたグループとでは，後者の方が高い学習成果を示した
（O’Malley, Chamot, Stewner-Manzanares, Russo, & Küpper, 1985），あるいは認知方
略の指導にメタ認知方略を組み合わせれば効果が期待できる（Macaro, 2006; 
Graham, 2007），といった研究報告もある。
　しかしながら，習熟度の低い学習者に対する言語学習方略指導について
は，いくつか留意すべき点が明らかとなっている。例えば，習熟度の低い
学習者はタスク遂行に多くの認知資源（cognitive resources）を費やすことか
らメタ認知方略（metacognitive strategy）に回す資源が不足し，メタ認知方略
の指導をしてもうまく学習プロセスを統率できないような状態に陥る可能
性があり（岡本，2008），またこのような学習者は受動的で，結果的に到達
できる習熟度のレベルが低いという報告も複数見られる（Black, McCormick, 
James, & Pedder, 2006; Zimmerman, Bonner, & Kovach, 2006; Birenbaum, 2007）。特
に日本人の大学生学習者においては，習熟度の低い学習者が受動的で他者調
整型（other-regulated）の指導を望む傾向があるとの指摘もある（Ozeki, 2000; 
池田，2008）。つまり習熟度の低い学習者はまだ自己調整型（self-regulated）
の学習ができる自律した学習者への成長の途上にあり，他者調整を伴わない
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場合には方略の使用が統制できず，せっかく方略を使用しても学習成果につ
ながりにくい可能性があるということになる。
　以上のような先行研究を習熟度の低い学習者の特徴に考慮しつつまとめる
と，次のような仮定ができる。第一の仮定は，習熟度の高い学習者は，習熟
度の低い学習者と比較して言語学習能力が高いとが予測されることから複数
の学習方略をより幅広く使用し，メタ認知方略の幅や使用頻度も高いことが
期待されるというものである。しかしながら，習熟度と学習方略との因果関
係を検証する際には，この習熟度の高低が特定集団内の相対的なものを指す
のか，複数の集団にまたがるものを指すのかによっても結果が左右されうる
ことから慎重を期さねばならないことは，前節でも述べた。第二の仮定は，
学習方略指導は学習者のメタ認知に働きかける明示的なものの方が，暗示的
な指導よりも学習成果に結びつきやすいという知見に基づくもので，認知容
量の限界から暗示的指導に気づくことがより難しいと思われる習熟度の低い
学習者の場合，明示的指導が不在，または限定的だとすれば，学習能力の指
標となる学習方略の使用が習熟度に及ぼす影響には，あまり期待できないと
いうものである。
　本研究ではこれら二つの仮定に基づき，2年制の短期大学部に所属する学
生の学習方略使用の状態と，TOEIC スコアを指標とする英語習熟度との関
連性について検証し，学習者の習熟度を伸ばす上ではどのような指導が可能
であるかについて考察する。
3．方法
3.1．調査参加者
　2012 年 11 月に TOEIC を受験した短期大学部在籍の学生のうち，アンケー
トに回答し，さらに本調査へのデータ使用を承諾した学生を対象とした。最
終的には 239 名が対象である。項目によっては欠損データもあるため，項
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目により，調査参加者数は 236 名から 239 名である。なお，そのうち 102
名は，2011 年度 11 月に実施した TOEIC を受験しており，本研究の縦断的
調査は，102 名のデータを対象とした。
3.2．手続き
　本調査にあたっては事前に当該大学の研究審査委員会に内容を申請し，承
諾を得た上で，TOEIC 受験前に調査参加者に質問紙を配布し，回答を求めた。
質問紙は合計 6ページからなり，英語学習に関する価値観，学習方略等，人
口統計学的な質問および海外経験の有無について回答を求める質問項目から
構成されていた。調査実施時間は 25 分程度であった。
3.3．調査項目
3.3.1．学習方略
　Oxford（1990）が開発した「第二言語学習方略目録（Strategy Inventory of  
Language Learning: SILL）」を使用した。本尺度は，日本でも幅広く使用され
ており，邦訳もされている。本研究では杉橋（2004）の邦訳を使用した。
本尺度は 50 項目からなっており，記憶方略（9項目），認知方略（14 項目），
補償方略（6項目），メタ認知方略（9項目），情意方略（6項目），および社
会的方略（6項目）の六つの下位尺度から構成されている。解釈度の内的一
貫性を示すクロンバックα係数は，情意方略では，.58，補償方略では，.64
と低い値を示したものの，他の尺度では，.75～.84 であり，一定の信頼性を
担保していると考えられる。使用程度については 5件法（1―まったくあて
はまらない，5―とてもあてはまる）により評価を求めた。
　なお，本研究で使用した SILL のような，英語母語話者対象に開発された
尺度の翻訳を日本語母語話者の言語学習方略研究に用いることについては，
その適切性について Watanabe（1991）も指摘するところであり，将来的に
は日本人学習者にさらに適したものを用意する必要があるかもしれないが，
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杉橋（2004）も指摘しているように，その信頼性・妥当性の観点から批判
もある一方，SILL は学習者の使用している方略の一般的な傾向を確認する
上では有効であるとされている。また SILL は方略使用の頻度を尋ねるもの
であり，学習者が使用している学習方略の質を問うものではないという批
判もあるが（Tseng, Dörnyei, & Schmitt, 2006），今後の指導に生かす目的で学
生が使用する学習方略の幅と頻度を検証する，という本研究の目的からは，
SILL の持つ 6尺度 50 項目の調査項目は十分な数だと考えられる。
3.3.2．TOEIC の得点
　本研究では，調査対象校に在籍する特定の学生という集団の枠を超えた習
熟度を把握しうる指標として，TOEIC スコアを用いる。TOEIC は大きく分
けてリーディングセクションとリスニングセクションに分かれており，そ
れぞれのセクションで 0―495 点の幅でスコアが示され，合計得点として二
つのセクションを合わせたスコアが 0―990 点の幅で示される。本研究では，
TOEIC のトータルスコアを使用する。
4．結果
4.1．学習方略と 2012 年度 TOEIC スコアとの関連
　TOEIC の取得スコアと学習方略使用との関連を分析するために，TOEIC
スコアを独立変数とし，学習方略の 6下位尺度をそれぞれ従属変数とする分
散分析を行った。その際，TOEIC の点数によって調査参加者の人数がそれ
ぞれの群でほぼ等しくなるように，パーセンタイル値を使用して，33.33 パー
センタイル，66.66 パーセンタイルで上位群（511 点以上），中位群（411 点
以上510点以下），および下位群（410点以下）の3群に分けた上で，各グルー
プ間の学習方略の平均を，被験者間計画一元配置分散分析（between-subject 
one-way ANOVA）によって検討した。なお，従属変数である学習方略には 6
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下位尺度が存在するため，検定結果が甘くなるという第 1種の過誤（Type I 
error）を抑制するために，ボンフェローニの調整法（Bonferroni adjustment）
により有意水準を通常の .05 ではなく，.008（.05/6）に設定し，分析を行った。
　まず TOEIC のスコア 3群による各学習方略の平均値を表 1に示す。平均
値からは，情意方略，次いで記憶方略の使用頻度は総体的に低いことが示さ
れた（表 1，図 1）。また TOEIC スコア（習熟度）と各学習方略との関連に
関しては，情意方略に対して TOEIC スコアは有意ではなかったものの（F [2, 
236]＝0.14，p＝.87），それ以外の方略に対しては有意であった。そこで，群
表 1　TOEIC スコアのグループ別による学習方略の使用程度
下位群
（N＝83～84）
中位群
（N＝74～77）
上位群
（N＝76～78）
記憶 2.77（0.66） 2.92（0.59） 3.09（0.64）
認知 3.18（0.61） 3.38（0.44） 3.58（0.52）
補償 3.49（0.60） 3.77（0.56） 3.92（0.64）
メタ認知 3.24（0.72） 3.52（0.61） 3.62（0.72）
情意 2.63（0.73） 2.69（0.67） 2.67（0.68）
社会 3.20（0.80） 3.47（0.66） 3.53（0.77）
（　）内は標準偏差
図 1　TOEIC スコアのグループ別による学習方略の使用程度
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間の差を検定する多重比較（Bonferroni 法）による検定を行った結果を踏ま
えながら，以下に関連性についての結果を示す。まず，記憶方略に対して
TOEIC のスコアは有意であり（F [2, 233]＝5.31，p＝.006），TOEIC 下位群
より上位群では記憶方略をより多く使用しているという結果が得られた。認
知方略でも TOEIC のスコアは有意であり（認知方略：F [2, 234]＝11.38，p
＜.001），TOEIC の得点が高くなるにつれて，認知方略の使用頻度も高くなっ
ていることが明らかとなった。次に補償方略およびメタ認知方略であるが，
両方略ともに TOEIC の点数は有意であり（補償方略：F [2, 235]＝11.08，p
＜.001；メタ認知方略：F [2, 235]＝6.86，p＝.001），TOEIC 下位群と中位群，
下位群と上位群とにはそれぞれ有意な差が見られたが，中位群と上位群には
差が見られなかった。ただし，他の方略と同様，TOEIC の点数が高くなる
につれて，補償方略およびメタ認知方略の使用も高くなる傾向が見られた。
最後の社会方略に関しても，TOEIC スコアとの関連性が見られ（F [2, 232]
＝4.57，p＝.011），TOEIC 下位群と上位群の間に差があり，TOEIC 上位群
は下位群と比較して，より社会方略を使用している結果となった。以上を
まとめると、TOEIC スコアによって英語習熟度が表されると仮定した場合，
図 2　TOEIC スコアの各群間で使用頻度に有意差のあった学習方略
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情意方略を除くすべての方略において，英語習熟度が高まるにつれて上位群
では下位群より積極的に学習方略が使用されており，また上位群と中位群と
の間では認知方略に有意な差が，中位群と下位群との間では認知，補償，メ
タ認知の 3方略の使用に有意な差があること，つまり各群間の全てにおいて，
認知方略の使用に差があることが明らかとなった（図 2）。
4.2．英語習熟度を統制した場合に学習方略が TOEIC スコアに及ぼす影響
　上記の単純な分析では，そもそも英語習熟度が高いので様々な学習方略が
使用できるようになったのか，それとも学習方略を使用したことによって英
語習熟度が高くなったのか，その因果関係が不明瞭である。そこでこの問題
をさらに掘り下げるために，2011 年度の TOEIC を受験した学生のみを対象
とし，共分散分析（ANCOVA）を使用して 1年前の 2011 年度の TOEIC ス
コア（習熟度）を統制することによって，2012 年度の TOEIC スコアと学習
方略との関連を検討する。この分析では必ずしも詳細な因果関係は明らかに
はならないものの，2011 年度の TOEIC スコアによる英語習熟度の程度を加
味することで，学習方略が 2012 年度の TOEIC スコアに及ぼす影響を検討
することができる。学習方略を使用することによって，効果的な英語学習が
でき英語習熟度も高まるのか，または学習方略をあまり使用しないと英語習
熟度もあまり高まらないのか，という問いに対する答えを検討することが可
能となるのである。
　本分析では，各学習方略の使用程度に応じてほぼ同数で分割できるよう，
調査参加者を 33.33 パーセンタイル，66.66 パーセンタイルで各方略高使用
群，中程度使用群，低使用群の 3群に分割し，それを独立変数とした。ま
た従属変数には 2012 年度 TOEIC スコアを使用し，共変量として 2011 年度
TOEIC スコアを使用した。共分散分析を行う前提条件として回帰係数が水
準間で等しいという仮定（回帰係数の等質性）があるが，事前に独立変数で
ある学習方略 3群と 2011 年度 TOEIC スコアの交互作用項，およびそれぞ
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れの主効果を含めて検定したところ，交互作用項はどの方略に対しても有意
ではなく，共分散分析を行うための前提条件はクリアしていた。
　そこで，各学習方略における 2011 年度 TOEIC スコアを統制した上での
2012 年度 TOEIC スコアへの影響について，共分散分析を行った。共分散
分析をそれぞれの方略で 6回行う上では，第 1種の過誤を抑えるためにボ
ンフェローニの調整を行い，有意水準を .008（.05/6）とした。その結果，
以下のような結果が得られた（表 2，図 3）。六つの言語学習方略のうち，
2011 年度の TOEIC スコアを統制した後も 2012 年度 TOEIC スコアに有意
表 2　2011 年度 TOEIC スコアを統制した場合の 2012 年度 TOEIC スコアの推定値
低使用群
（N＝23～34）
中程度使用群
（N＝32～45）
高使用群
（N＝30～42）
記憶 459.14（11.60） 488.45（10.85） 495.10（9.70）
認知 452.69（12.78） 495.07（10.16） 484.30（9.42）
補償 467.28（10.70） 485.89（11.22） 493.72（10.66）
メタ認知 471.15（12.61） 486.42（9.96） 485.80（10.37）
情意 468.67（12.08） 489.72（9.35） 483.95（11.45）
社会 469.23（12.63） 488.50（10.68） 492.19（10.29）
（　）内は標準偏差
図 3　2012 年度 TOEIC スコア推定値の学習方略 3群による比較
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な影響を示したものは，残念ながら存在しなかった。しかし記憶方略および
認知方略の 2方略については有意傾向を示していた（記憶：F [2, 96]＝3.02，
p＝.054，partial η2＝.06；認 知：F [2, 97]＝3.46，p＝.035，partial η2＝.07；
補償：F [2, 98]＝1.61，p＝.20；メタ認知：F [2, 98]＝.53，p＝.59；情意：F [2, 
98]＝.96，p＝.39；社会：F [2, 95]＝1.09，p＝.34）。
　さらに有意傾向を示した記憶方略および認知方略において多重比較
（Bonferroni 法）を行ったところ，記憶方略においては，記憶方略高使用群
の TOEIC スコアが低使用群と比較してより高いという傾向が示された。ま
た認知方略に関しては，認知方略低使用群と比較して，中程度使用群はより
TOEIC スコアが高いという結果が得られた。そのほかの方略との関連では，
一見したところでは高使用群の方が低使用群と比較して TOEIC スコアは高
くなる傾向がみられるが，その差は有意ではなかった。
　つまり，本分析からは，言語学習方略の使用が 2012 年度の TOEIC スコ
アに及ぼした効果はかなり限定的であったことがわかる。換言すると，ある
方略を頻繁に使用するからといって，少なくとも 1年間という短期間の内に
TOEIC スコアを効果的に伸長させるという効果があるわけではないという
ことになる。
5．考察
　本研究で行った二つの分析からは，以下のような 2種類の結果が得られた。
第一に，TOEIC スコアを指標とする英語習熟度と言語学習方略には関連性
が見られ，TOEIC スコア上位群は，下位群と比較すると情意方略を除く各
言語学習方略の使用頻度もより高いこと，特に認知方略については下位群か
ら中位群，上位群への推移する中で，一貫して使用頻度が上昇することが見
出された。これは本研究の調査参加者に関しては，相対的に習熟度の高い学
習者の方が，相対的に習熟度の低い学習者よりも「良い学習者」像に近いこ
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とを示唆しているといえる。また上位群と中位群の間では認知方略の使用頻
度に，中位群と下位群とでは認知，補償，メタ認知の 3方略に有意差が見
られ，近接する 2群間で使用頻度に差がある方略数は，下位群から中位群，
中位群から上位群へと上位に移行する中で減少していることがわかった。こ
の点からも，言語学習能力を介在した学習方略利用と習熟度との関連性につ
いて，先行研究が報告してきた結果と本研究の結果とは矛盾するものではな
い。
　しかし，本研究の調査参加者では TOEIC スコア上位群においても情意方
略および記憶方略の使用が際立って低い傾向がみられ，上位群であっても学
習方略を適切に用いることができるだけの言語学習能力はまだ持ち合わせて
いないとも考えられる。上位群と下位群とで有意差が見られた記憶，補償，
メタ認知，社会の各方略について，上位群と中位群とでは有意差がみられな
かったという結果についても，中位群学習者が認知容量不足からまだ学習方
略使用に関しては迷走状態にあり，適切な学習方略を組み合わせて使用する
ことができていない，つまり本研究の調査参加者の言語学習能力は，まだ発
達途中の段階にある，と解釈すればある程度の説明がつく。
　次に本研究の第二の結果として，言語学習方略の使用が TOEIC スコアに
与える効果は，少なくとも 1年という短期間のものについてはかなり限定的
であることが示された。つまり，英語習熟度が高い学習者の言語学習方略の
使用頻度はより高かったにも関わらず，言語学習方略の使用が英語習熟度の
向上に与えた効果は限定的だったということである。これらの結果は，言語
習熟度と学習方略との関連について，以下のような示唆を与えていると思わ
れる。
　第一の示唆は，全体的な傾向として，言語学習方略の使用頻度は言語習熟
度と共にある程度高くなるものであるが，言語学習方略を高使用したからと
言って，短期間に英語習熟度を効果的に伸ばせるということには必ずしもな
らない，ということである。例えば，文法の構造に意識を向けたりリーディ
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ングのテクストのレトリカルパターンを分析したりといった，問題解決，モ
ニタリング等のメタ認知プロセスを伴う学習方略を多用することが，英語習
熟度の向上に短期間で直接的につながるとは必ずしも言えず，逆に英語習熟
度が高まるにつれ，自然に文法構造が理解できたり，テクストのレトリカル
パターンに気づくようになり，その中で学習方略も使用できるようになる，
というのが本研究の知見から示唆できる説明である。
　上記の示唆はともすると，学習者の英語習熟度を向上させる上で，学習方
略の戦略的使用効果の意義を弱めてしまうかもしれない。しかし，限定的で
はあるが記憶と認知方略に関しては方略の効果が有意傾向を示したという点
からは，この二つの方略を積極的に使用することで，TOEIC スコアがより
高まる効果が得られる可能性があることが示唆される。特に TOEIC では，
適切な語を補って文を完成させたり，コンテクストから状況を推測させたり
するなど，学習者の記憶力や言語認知能力を試している問題も数多く含まれ
ている。つまり，このような方略に注意を払うことによって TOEIC スコア
が上昇するというのは，ある意味ごく自然であろう。本研究の調査対象者の
TOEIC 平均点は 450 点程度であり，必ずしも英語語彙力が高いわけではな
い。このようなレベルに対しては積極的な認知，記憶方略の使用を促すこと
で，TOEIC スコアの効率的な伸長につなげられるかもしれないという可能
性が本研究からは示唆でき，これは言語学習方略に対する積極的な意義を与
えるものと考えられる。つまり，TOEIC 450―500 点程度の学習者が TOEIC
の点数を伸ばそうとすれば，認知，記憶方略を使用することを中心に学習し
ていく方法が向いていると言えよう。
　加えて注意しなければならないのは，本研究の調査参加者は，言語学習能
力習得の上では発達途上にあると思われるにも関わらず，明示的な学習方略
の指導などの他者調整を特に受けたわけではなく，試行錯誤を繰り返しなが
ら，自らが経験的に蓄積してきた個々の学習方略をクラスター化して使用し
ている状態にあるということである。つまり本研究の結果から，学習方略の
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使用，もしくはその指導が，英語習熟度の向上にはあまり効果を持たないと
いう結論を単純に導き出すのは，早急かもしれない。むしろ本研究の結果が
示唆できるのは，限られた認知容量の中で学習方略のレパートリーを増やす
には，まだ他者調整を必要とすると思われる段階にある習熟度の低い学習者
を対象とした場合，特にどの学習方略指導に重点を置けば，認知負荷を軽減
しつつもそれなりの自己効力感を伴った学習に導くことができそうか，につ
いてである。前述のように，本研究の調査対象者に関しては認知，記憶方略
の指導にその可能性があると思われる。
　また指標として使用した TOEIC スコアに関して別の視点から言えば，必
ずしも TOEIC は日常生活で自発的に行われる口頭での会話スキルを測定し
ているわけではないので，会話を続けるために，現在の英語力の不足を補う
上で必要な補償方略や，会話を行う前提となる情意方略，および社会方略に
ついては関連がみられないというのも，自然であるかもしれない。従って，
本研究は TOEIC スコアのような測定尺度では示しにくい，これらの方略の
使用や指導の意義を否定するものではない。特に本調査の対象者は，動機づ
けにも結びつく情意方略をそもそもあまり使用していない傾向がみられ，こ
ういった傾向からも，今回は関連のみられなかった方略使用についても，学
習者がその効果を感じられるような工夫を取り入れることが必要であろう。
6．英語教育への応用
　本研究の結果からは，TOEIC 450―500 点程度の学習者を対象とする英語
授業の場合，記憶と認知方略を積極的に使用する取組みが，TOEIC スコア
をより高める上では効果的だと言えそうである。Oxford（1990）の学習方
略の分類と O’Malley and Chamot（1990）の分類とでは，前者の言う記憶，補
償方略が，これらの区分をしない後者では認知方略に含まれる場合も多い
が，グループ分けする（grouping），イメージを使う（use imagery），推測す
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る（inferencing）といったものが代表的な下位方略として挙げられている。
具体的な方法としては，振り返りが認知方略の効果的利用に関係するという
報告もある（Chang, 2005）。また日本人英語学習者の認知方略使用について，
試験成績により上・中・下位層に分けて研究した酒井（2012）によれば，中・
下位層は，英語の学習が役に立つことを教え，目標を持たせることが認知方
略を活性化させるとされる。
　一方，不足していると思われる情意方略の代表的な下位方略としては，自
己賞賛を通じての自己強化（self-reinforcement），つまり自己効力感を得るこ
と，また他者と協力する（cooperate），理解・確認のために質問する（asking 
questions to clarify），といったものが挙げられている。具体的な指導法として
は，例えば録音，録画等により自らが英語で他者と会話する様子を振り返り，
学習者が自らの問題点や成長を確認する機会を持てば，それが必要な学習方
略の選択力の向上，ひいては英語習熟度の向上につながる可能性があると思
われる。こういった自己確認の機会は，学習方略の計画的な使用やモニタリ
ングといった，メタ認知方略の使用を促すものでもあるだろう。
　また情意方略への取組み方の他の例として，中・下位群にはリーディン
グ授業とプレゼンテーション授業をより密接に組み合わせて，音読を必ず
取り入れるという指導方法があるだろう。認知負荷の高い（high cognitive 
load）音読は，スピーキング力向上に効果的であるとされている（Yonezaki 
& Ito, 2012）。認知負荷をかけた音読とは，内容理解が十分に伴わない単なる
音読ではなく，CD をモデルにした練習や本文内容の理解後に内容について
自ら考えた質疑応答をグループ活動に取り入れるなどした音読活動を指す。
音読活動の例としては，高負荷活動であるリーダーズ・シアター（Readers 
Theatre）などのパフォーマンス活動もまた挙げられるが，このような一見達
成が困難な課題を与え，成功した時の達成感を味わわせることは，情意方略
の効果だけでなく，英語学習に対する動機づけを高めることにもつながるだ
ろうと考えられる。
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　しかし同時に，下位群クラスのコミュニケーション授業やディスカッショ
ン授業では，動機づけを図るためのビデオ利用は，慎重に検討する必要があ
る。Tanaka（2010）によれば，外国ドラマ，映画などを用いたコミュニケー
ション活動は，TOEIC 550 点群，690 点群には「極めて有効な動機づけを高
める方略」（p. 75）である一方で，430 点群には「限定的な効果しか発揮し
なかった」（p. 78）とあり，おそらくこれは素材の適切性が関連しているの
ではないかと思われる。また下位層を対象とするコミュニケーション指導に
ついて，酒井（2012）が「文法ミスや言い間違いを大いに許容し，身ぶり
手ぶりを使って『伝わること』に焦点を置いたものになるべく絞るべき」（pp. 
148―149）だとしていることも示唆に富んでおり，指導にあたっては，学習
者の動機づけを損なわぬよう，それぞれの習熟度に応じた工夫をしていかな
くてはならない。
　指導範囲を教室外にも広げて学生の英語活動の活性化を図るとすれば，英
語コミュニケーションを体験する海外語学研修や国内英語ガイド体験などの
機会を，より多く確保することも挙げられる。酒井（2012）の指摘にある，
「英語を使ってそれが役に立つ」（p. 149）という内的価値観を高めるような
取組みがあれば，それが学習者の情意方略に影響を及ぼすと同時に認知方略
の活性化にもつながり，最終的には言語学習能力伸長に貢献するという可能
性があるだろう。
7．まとめ
　本研究は学習方略の指導の有無による効果の差は検討しておらず，また言
語習熟度の伸びについてのデータも 1年間という短期間だけを挟んだ 2回
分の比較に限定されているという限界を持つが，二つの分析を通して，過去
の研究結果を支持する結果が得られたとともに，学習方略と英語習熟度の因
果関係について，すべてではないがその一端を解明できたことは，本研究の
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成果と言えよう。また，学習者に言語学習方略の様々な領域について意識さ
せながらも地道に英語習熟度を向上させていくためには，今後もバランスの
とれた教育を行っていくことが重要であるというのも，本研究から得られた
重要な示唆である。この観点から，学習方略と英語習得のプロセスに関する
より精緻な研究がなされ，それに合わせた教育実践が積み重ねられていくこ
とが期待される。
参考文献
Abraham, R., & Vann, R. (1987). Strategies of  two learners: A case study. In A. L. Wenden 
& J. Rubin (Eds.), Learner strategies in language learning (pp. 85―102). New York, NY: Prentice 
Hall.
Akabari, R., & Hosseini, K. (2008). Multiple intelligences and language learning strategies: 
Investigating possible relations. System, 36, 141―155.
Birenbaum, M. (2007). Assessment and instruction preferences and their relationship with 
test anxiety and learning strategies. Higher Education, 53, 749―768.
Black, P., McCormick, R., James, M., & Pedder, D. (2006). Learning how to learn and 
assessment for learning: A theoretical inquiry. Research Papers in Education, 21, 119―132.
Chamot, A. U. (2005). Language learning strategy instruction: Current issues and research. 
Annual Review of  Applied Linguistics, 25, 112―130.
Chamot, A. U. (2008). Strategy instruction and good language learners. In C. Griffiths (Ed.), 
Lessons from good language learners (pp. 266―281). Cambridge: CUP.
Chamot, A. U., Barnhardt, S., El-Dinary, P., & Robbins, J. (1996). Methods for teaching 
learning strategies in the foreign language classroom. In R. Oxford (Ed.), Language learning 
strategies around the world: Cross-cultural perspectives (pp. 175―188). Manoa, HI: U of  Hawaii P.
Chang, M. M. (2005). Applying self-regulated learning strategies in a web-based instruction: 
An investigation of  motivation perception. Computer Assisted Language Learning, 18, 217―
230.
Cohen, A. D. (2007). Coming to terms with language learner strategies: Surveying the 
experts. In A. D. Cohen & E. Macaro (Eds.), Language learner strategies (pp. 29―45). Oxford: 
OUP.
伊藤聡子・森泉　哲・浅野享三
154
Duffy, G. G., Roehler, L. R., Meloth, M. S., Vavrus, I. G., Book, C., Putnam, I., & Wesselman, 
R. (1986). The relationship between explicit verbal explanations during reading skill 
instruction and student awareness and achievement: A study of  reading teacher effects. 
Reading Research Quarterly, 21, 237―252.
Ellis, G. & Sinclair, B (1989). Learning to learn English: A course in learner training. Cambridge: 
CUP.
Ellis, R. (1994). The study of  second language acquisition. Oxford: OUP.
Graham, S. (1997). Effective language learning. Clevedon, UK: Multilingual Matters.
Graham, S. (2007). Learner strategies and self-efficacy: Making the connection. Language 
Learning Journal, 35, 81―93.
Graham, S. & Macaro, E. (2008). Strategy instruction in listening for lower-intermediate 
learners of  French. Language Learning, 58, 747―783.
Green, J. & Oxford, R. L. (1995). A closer look at learning strategies, L2 proficiency, and 
gender. TESOL Quarterly, 29, 261―297.
池田真生子（2008）．「アポイントメント制による英語語彙学習」．竹内理（編著），
『CALL 授業の展開―その可能性を拡げるために』（pp. 164―175）．松柏社．
Macaro, E. (2006). Strategies for language learning and for language use: Revising the 
theoretical framework. The Modern Language Journal, 90, 320―337.
岡本夏彦（2008）．「熟達化とメタ認知」．丸野俊一（編著），『現代のエスプリ
497：「内なる目」としてのメタ認知』（pp. 164―173）．至文堂．
O’Malley, J. M., & Chamot, A. U. (1990). Learning strategies in second language acquisition. 
Cambridge: CUP.
O’Malley, J. M., Chamot, A. U., Stewner-Manzanares, G., Russo, R. P., & Küpper, L. (1985). 
Learning strategy applications with students of  English as a second language. TESOL 
Quarterly, 19, 557―584.
Oxford, R. L. (1990). Language learning strategies: What every teacher should know. New York, NY: 
Heinle & Heinle.
Ozeki, N. (2000). Listening strategy instruction for female EFL college students in Japan. (Doctoral 
dissertation), Available from UMI Dissertation Services. (UMI No. 9955135).
Rubin, J. (1975). What the “good language learner” can teach us. TESOL Quarterly, 9, 41―51.
酒井志延（2012）．「日本の英語学習者の認知方略使用に影響を与える要因につ
いて」．『リメディアル教育研究』，第 7巻第 1号，141―154．
言語学習方略とTOEIC スコアとの関連
155
杉橋朝子（2004）．「学生の言語学習方略に関する一考察」．『多摩大学研究紀要』，
第 8号，107―115．
Tanaka, H. (2010). Enchanting intrinsic motivation in the classroom. JACET Journal, 50, 63―
88.
Tarone, E. (1981). Some thoughts on the notion of  communication strategy. TESOL 
Quarterly, 15, 285―295.
Tseng, W. T., Dörnyei, Z., & Schmitt, N. (2006). A new approach to assessing strategic 
learning: The case of  self-regulation in vocabulary acquisition. Applied Linguistics, 27, 78―
102.
Vandergrift, L., Goh, C., Mareschal, C., & Tafaghodtari, M. H. (2006). The Metacognitive 
Awareness Listening Questionnaire (MALQ): Development and validation. Language 
Learning, 56, 431―462.
Watanabe, Y. (1991). Classification of  language learning strategies. International Christian 
University Language Research Bulletin, 6, 75―102.
Wenden, A. (2002). Learner development in language learning. Applied Linguistics, 23(1), 32―
55.
Yonezaki, M., & Ito, H. (2012). A study on the effectiveness of  oral reading activities to 
improve speaking ability. JACET Journal, 55, 93―110.
Zimmerman, B. J., Bonner, S., & Kovach, R. (2006). Developing self-regulated learners. 
Washington, DC: American Psychological Association.
